



















































































































































































































































































































































































　成長期の組織は「構造慣性(Structual Inertia; Hannan and Freeman［19-
84D］の状態にある。このことは，組織の衰退に関する諸研究で繰り返し
指摘されてきた事実である。
　持続的な成長状態にあると，組織の構成員は，何ら現状の変更が必要な
いと考えてしまう。特に，その成長が持続的であればあれほど，過去の成
功体験が十分理解されないままに伝承され，それに似た行動を表面的に採
るだけになる。組織の中に構成されたドミナソト・ロジックは深く根付
き，その変革は容易ではない。このことは，成長期よりも業績低迷期で，
多くの企業変革がなされることと無縁ではなかろう。
　前述のように，成長期には戦略目標と経営資源が発散しつづける一方
で，組織内部には構造慣性が強く働いており，何ら変革するインセンティ
ブはない。このような大きなギャップが，成長期において，新しい事業展
開が進まない大きな理由でもある。
（5）競合他社の招き入れ
　ある企業が持続的に成長しているという事実は，同業他社および潜在的
競争企業に対して，「その市場では超過利潤が生じており，依然として事
業機会が残されている」というシグナルを送っているに等しい。それゆ
え，高収益を求めて，競合他社がその市場に参人してくるのである。もち
ろん，その企業がかなりの競争優位を確立し，高度な参入障壁を築いてい
れば，競合他社の客人は免れよう。しかし，一般的には，競合他社は事業
展開の選択肢のひとつにそれを加えるはずであり，必ずや競争の舞台は移
り変わるものである。
　大部分の「成功」の先には必ず競争の激化が待っている，という典型例
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は昨今のゲーム機市場であろう。任天堂の大成功はソニーやセガなど競合
他社の攻勢を招き，ファミコソでの任天堂のひとり舞台からCD-ROM
ゲーム機での競争に舞台は移りつつあるように思える。
　競争相手の戦略的行動が自社の経営にどのょうな影響を与えるかという
分析は頻繁に行われる。　しかし，自社の「成長」自体が，他社の戦略策定
にどのょうな影響を与えているかという分析は現実問題として難しいがゆ
えに，認識も乏しいのが現状である。
　このょうに，持続的な成長期のもたらすマイナス効果は，成長それ自体
が持つ特性と，成長期における企業行動の特性の２つに分けて整理するこ
とができる。成長それ自体は，将来マイナスに作用するかもしれない新た
な不安定要素を取り込む作業である。その成長率が高ければ高いほど，多
くの不安定要因を新たに取り込んでいる。新しい従業員，新しい顧客はこ
れまでの経営スタイルを変革する可能性を持つと同時に，単にこれまでの
路線を延長してとらえる「過剰人員」や単に注文が多いだけの「わがまま
な顧客」になる可能性もある。
　成長期の企業行動の特性は，戦略面では焦点が発散するということかあ
り，組織面では構造慣性が働き現状維持になってしまう，という大きな特
性がある。将来へ向けて，新たな変革をしょうとする意欲は高まり，いろ
いろなことに手を広げるが，現実には成長している既存事業や既存の組織
体制が維持される。成長とは現状維持のシグナルであると従業員は捉えて
しまうので，その変革には業績悪化期ょりも，むしろトップ・マネジメン
トのさらなる強力なリーダーシップが必要となるのである。
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